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経 済 産 業 省 

 

番  号  

 

中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金実

施要領を次のとおり制定する。 

 

令和 年 月  日 

 

 

 

経済産業大臣 ○○ ○○ 

 

 

 

中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金 

実施要領 

 

 

第１ 目的 

中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金

（以下「補助金」という。）は、地域の雇用を支える中堅・中小・スタートアップ企業が、

足下の人手不足等の課題に対応し、成長していくことを目指して行う大規模投資を促進す

ることで、地方における持続的な賃上げを実現することを目的とする。 

 

第２ 業務内容 

基金を造成する民間団体等（以下「基金設置法人」という。）は、補助金により造成

された中堅企業等大規模成長投資促進基金を活用して、第４に定める中堅・中小・ス

タートアップ企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助事業（以下「補助事

業」という。）を実施する。なお、補助事業の実施に当たり、第４ ６．に定める業務

については、経済産業大臣（以下「大臣」という。）が定める事業者（以下「受託事業

者」という。）と委託契約を締結して行うものとする。 

基金設置法人及び第４に定める受託事業者（以下「基金設置法人等」という。）が実

施する業務のうち、事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理部分について、

基金設置法人等から再委託又は外注（以下「再委託等」という。）を行ってはならない。
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また、基金設置法人等が実施する業務に係る費用のうち、基金設置法人等から再委託等

を行う額の合計の割合が５０％を超える場合は、事前に大臣の了解を得るものとする。

なお、大臣は、受託事業者による委託事業（受託事業者が行う事業をいう。以下同じ。）

の遂行が困難となった場合又は委託契約に定める期限が終了した場合等であって、当該

委託事業を継続する必要があるときは、基金設置法人に当該委託事業を継続させること

ができる。 

１．基金の造成 

基金の造成は、中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた省力化等の大規

模成長投資補助金交付要綱（番号。以下「交付要綱」という。）に基づき、国からの補助

金を受けて行うものとする。 

２．基金の基本的事項の公表 

（１） 基金設置法人は、基金の名称、基金の額、基金のうち国費相当額、基金事業（基

金を活用して行う本実施要領に定める事業をいう。以下同じ。）の概要、基金事

業を終了する時期、定期的な見直しの時期、基金事業の目標について、基金造成後

速やかに公表しなければならない。 

（２） 基金設置法人は、補助事業の採択に当たっての申請方法、申請期限、審査基準及

び審査体制について公表しなければならない。 

（３） 基金設置法人は、四半期毎の支出状況及び基金残高等について、毎年度、６月末、

９月末、１２月末及び３月末の状況を、それぞれ各年度の７月末日、１０月末日、

１月末日及びその翌年度の４月末日までに公表しなければならない。 

 

３．基金の管理・運用方法 

（１） 基金設置法人は、次の方法により基金に属する資金を運用するものとする。 

① 基金の管理については、資金の安全性と資金管理の透明性が確保され、かつ、

高い運用益が得られる方法により行うものとする。基金の管理方法に関する具

体的な内容については、事前に大臣の了解を得るものとする。 

② 基金の運用について保有することができる資産は、以下のとおりとし、これ

以外による場合は事前に大臣の了解を得るものとする。 

・ 国債、地方債その他確実かつ有利な有価証券の取得 

・ 金融機関への預金（普通預金又は定期預金） 

・ 元本に損失が生じた場合にこれを補填する旨を定める契約を締結した金銭

信託の受益権 

（２） 補助事業に係る基金からの支払は、第４に定める補助事業者へ交付すべき補

助金の額の確定に基づき行うものとする。ただし、第４に定める補助事業者へ
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の交付規程に基づき、概算払をする必要がある場合は、基金から支払を行うこ

とができる。 

（３） 第４に定める補助事業者が、基金設置法人から返納を命じられた金額が基金設

置法人に納付された場合の基金の管理は（１）によるものとする。 

（４） 基金の運用収入及び基金の取崩しによる収入は、補助事業の実施、委託事業の実

施及び基金事業に要する経費に充てるものとし、他の費用に流用してはならない。 

（５） 基金からの支払に当たっては、事前に、支払額、その明細及びその根拠を示す書

類並びに基金の残高に関する資料を整え、大臣に報告し、その了解を得た上で実施

するものとする。 

（６） 第４に定める事業の実施により基金設置法人に対して発生した返還金、加算金、

延滞金等の納付金の類の管理は（１）によることとする。 

（７） 基金設置法人は、「事業費」、「基金設置法人の管理費（※）」、「第４に定

める委託費（※）」について別表１の金額欄を基金の額を上限に区分けし、第

４に定める委託契約の内容を事前に大臣の了解を得る際に、併せて大臣に提出

し、了解を得るものとする。また、区分けした金額について、区分間で流用を

要する場合にも、大臣の承認を得るものとする。 

※それぞれ委託・外注費は更に区分分けを要する。 

４．補助事業による新規申請の受付を終了する時期 

補助事業による新規申請の受付を行う期間は、令和８年度末までとする。 

５．基金管理の遂行が困難となった場合 

基金設置法人は、基金管理の遂行が困難となった場合においては、速やかに大臣に報告

し、その指示を受けなければならない。 

６．基金管理を行う期間等 

（１） 基金設置法人が基金管理を行う期間は、原則として令和１３年度末までとする。 

（２） 補助事業の事業期間は、原則として令和１１年３月までとする。 

（３） 大臣は、（１）に定める場合のほか、次に掲げる場合には、基金管理につい

て終了又は変更を命ずることができる。 

① 基金設置法人が、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３

０年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「施行令」とい

う。）その他の法令、交付要綱若しくは本実施要領又はこれらに基づく大臣の

処分若しくは指示等に違反した場合 

② 基金設置法人が、基金を本実施要領に定める以外の用途に使用した場合 

③ 基金設置法人が、交付要綱に定める交付対象事業又は基金事業に関して不正、
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怠慢その他の不適切な行為をした場合 

④ 基金設置法人が、委託事業の指導監督を十分に行わない場合 

⑤ その他基金の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合 

（４） 大臣は、（３）の終了又は変更を命じた場合には、期限を付して、基金から

支出した金額に相当する金額について、基金に充当することを命ずることがで

きるものとする。 

（５） （４）の期限内に基金に充当がなされない場合には、大臣は、未納に係る額に

対して、その未納に係る期間に応じて年利３．０パーセントの割合で計算した延滞

金の基金への充当を併せて命ずるものとする。 

（６） 基金管理の終了後において、第４に定める補助事業者から基金設置法人（終了

した基金宛てのもの）への返還があった場合には、これを国庫に返納しなければ

ならない。 

７．基金の残額の扱い 

基金設置法人は、補助事業の終了時において、基金に残余額がある場合は、別に定める

手続に従い、基金管理等にかかる事務費相当分を除き、速やかにこれを国庫に返還するも

のとする。 

８．基金の経理等 

（１） 基金設置法人は、基金の経理について、他の経理及び交付決定ごとの経理を明確に

区分して収入額及び支出額を記載し、基金の使途を明らかにしておかなければなら

ない。 

（２） 基金設置法人は、（１）の経理を行う場合、その支出の内容を証する書類を整備

して、会計帳簿とともに、基金管理の完了した日の属する会計年度の終了後５年間、

大臣の要求があったときは、いつでも閲覧に供することができるよう保存しておかな

ければならない。 

（３） 基金設置法人は、自らが実施する業務を委託・外注する場合は、相見積もりを取

り、相見積もりの中で最低価格を提示した者を選定しなければならない。相見積もり

を取っていない場合又は最低価格を提示した者を選定していない場合には、その選定

理由を明らかにした選定理由書を作成しなければならない。 

なお、グループ企業（経済産業省が定める補助事業事務処理マニュアル３４ペ

ージに記載のグループ企業をいう。）との取引であることを選定理由とするこ

とは認められない。 

（４） 基金設置法人は、自らが実施する業務の委託・外注（委託・外注契約金額１０

０万円未満のものは除く。）を行う場合、業務の実施に要した経費の精算処理（委

託・外注契約書、見積書、請求書、業務日誌等の証憑類を確認し、確認ができた経

費のみ支払いを行うこと）を実施しなければならない。 
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（５） （４）の精算処理（委託先・外注先及び再委託先・再外注先を含む。）におい

て、一般管理費を経費に対する一定の割合で計上する場合は、補助事業事務処理マ

ニュアルの「一般管理費に関する経理処理」に記載の公募要領等において別途指定

した場合と同じ率を上限とする。また、精算処理を行う委託先・外注先が再委託・

再外注を行う場合には、一般管理費の算定対象とする経費に再委託・再外注の経

費（精算処理の対象か否かを問わない）を含むことはできない。 

９．基金の検査等 

（１） 大臣は、基金管理及び委託事業の適正を期するため必要があると認めるときは、

基金設置法人に対し報告を求め、又はこれらの職員に事業場に立ち入り、帳簿書類

その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができるものとする。 

（２） 大臣は、基金管理及び委託事業の適正な遂行のため必要があると認めたときは、

（１）に基づく検査等のほか基金設置法人が実施する業務の委託先・外注先

（委託先・外注先からの再委託先・再外注先を含む。）に対して、検査等を行

うことができるものとし、基金設置法人は当該検査等の実施に必要な措置を講

ずるものとする。 

（３） 大臣は、（１）又は（２）の調査により、適正化法、施行令その他の法令、交

付要綱又は本実施要領の内容に適合しない事実が明らかになった場合には、基

金設置法人に対し、適合させるための措置をとるべきことを命ずることができ

るものとする。 

１０．基金事業及び基金設置法人に係る報告 

（１） 基金設置法人は、基金管理を行う期間において、毎年度、基金の額（残高及

び国費相当額）、基金事業に係る収入･支出及びその内訳（今後の見込みを含

む。）、基金事業の実施決定件数･実施決定額、保有割合（「補助金等の交付

により造成した基金等に関する基準（平成１８年８月１５日閣議決定）」（以

下「基金基準」という。）中「３（３）基金の保有に関する基準」に示されて

いる保有割合をいう。）、保有割合の算出根拠、基金事業の目標及び目標に対

する達成度等について、各年度の１０月末日及びその翌年度の４月末日までに

大臣に報告しなければならない。 

（２） 基金設置法人において、代表者の変更、事務所の移転、基金管理又は第３に定め

る指導監督に係る担当役員の変更や大幅な事務実施体制の変更等、基金管理又は

委託事業の指導監督に影響を及ぼしうる変更があった場合には、速やかに大臣に報

告しなければならない。 

（３） 基金設置法人は、自らが実施する業務を委託・外注（契約金額１００万円未満

のものは除く。）した場合は、当該業務に係る実施体制、委託・外注契約先の事

業者名、受託事業者との委託・外注契約関係、委託・外注契約先の事業者の住
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所、委託・外注契約金額（実績報告書の場合は実績額。）及び委託・外注契約

の内容（業務の内容を含む。）がわかる資料（以下「実施体制等」という。）

を、委託・外注契約締結後速やかに大臣に提出しなければならない。 

（４）（３）の実施体制等は事業開始時及び事業終了までの毎年度同時期（年度途中

の大幅な変更があった場合はその時点を含む。）に、特定の者に不当に利益を

与え又は不利益を及ぼす具体的な恐れがある場合を除き、経済産業省ホームペ

ージで公表するものとする。 

１１．事業化及び賃金引上げ等状況報告 

（１） 基金設置法人は、補助事業の完了した日の属する会計年度終了後３年間、第４に

定める補助事業者の当該補助事業に係る過去１年間における事業化状況並びに補助

事業者の賃金引上げ等の状況をとりまとめ、毎会計年度終了後９０日以内に様式第

１の事項を記載した事業化及び賃金引上げ等状況報告を大臣に報告しなければなら

ない。 

（２） 基金設置法人は、事業化状況並びに補助事業者の賃金引上げ等の状況の報告をし

た場合、その証拠となる書類等を当該報告に係る会計年度終了後５年間保存しなけ

ればならない。 

（３） 大臣は、（１）の報告を受けた場合において、その報告の内容が交付要綱第６条

による交付申請書の内容及び第１４条による実績報告書の内容と比べ、十分でない

と認めるときには、その改善のため、指導・助言を行うことができる。 

（４） 大臣は、（１）の規定について、大臣が必要と認める場合には、報告期間終了後

も報告を求めることができる。 

１２．余剰金の返還 

（１） 大臣は、９．に基づく検査又は、１０．に基づく実施体制の変更等の結果、基金

に余剰があると認める場合には、基金設置法人に対し、余剰金の返還を求めること

ができる。 

（２） 基金設置法人は、（１）に基づく余剰金の返還請求を受けた場合には、速や

かに余剰金を国庫に返納しなければならない。 

なお、余剰金の計算に疑義がある場合には、別途大臣と協議を行うこととする。 

１３．基金の見直し等 

大臣は、基金基準に基づき、別紙に定める事項等について指導監督及び必要な措置を講

ずることができる。 

１４．基金基準の遵守等 

（１） 大臣は、基金基準に適合するよう基金設置法人を指導監督するとともに、基金

基準に従い必要な措置を講ずるものとする。 

（２） 基金設置法人は、基金基準の３及び４に定める各基準に適合するよう、基金基
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準に従い必要な措置を講ずるものとする。 

１５．情報管理及び秘密保持 

（１） 基金設置法人及び受託事業者は、補助事業の遂行に際し知り得た第三者の情

報については、当該情報を提供する者の指示に従い、又は、特段の指示がない

ときは情報の性質に応じて、法令を遵守し適正な管理をするものとし、補助事

業の目的又は提供された目的以外に利用してはならない。 

なお、情報のうち第４に定める補助事業者、その他の第三者の秘密情報（第

４に定める補助事業者が取得した事業関係者の個人情報等を含むがこれらに限

定されない。）については、機密保持のために必要な措置を講ずるものとし、

正当な理由なしに開示、公表、漏えいしてはならない。 

（２） 基金設置法人及び受託事業者は、補助事業の一部を第三者（以下「履行補助

者」という。）に行わせる場合には、履行補助者にも本項の定めを遵守させな

ければならない。基金設置法人及び受託事業者又は履行補助者の役員又は従業

員による情報漏えい行為も基金設置法人及び受託事業者による違反行為とみな

す。 

（３） 本条の規定は補助事業の完了後（廃止の承認を受けた場合を含む。）も有効

とする。 

 

第３ 基金設置法人による指導監督 

基金設置法人は、補助事業の適正かつ円滑な実施を確保するため、以下に定める指導

監督を行うものとする。 

１．報告聴取による補助事業の実施状況の把握と国への報告 

基金設置法人は、第４の６による受託事業者からの報告を受けるほか、補助事業の

実施状況を把握し、その適正かつ円滑な実施を確保するために第４に定める補助事

業者から必要な報告を求めるとともに、それにより得た情報を適時適切に大臣に報告

するものとする。 

２．受託事業者の指導 

基金設置法人は、補助事業の適正かつ円滑な実施に重大な支障が生じ、又は生ずるおそ

れがあると認められる場合には、大臣に速やかに報告するとともに、その指示を仰ぎ、受

託事業者に対し必要な改善を指導するものとする。 

 

第４ 委託事業及び補助事業 

基金設置法人は、基金を用いて、第１に定める目的を達成するために民間事業者等

（以下第４において「補助事業者」という。）に対する補助金（以下第４において「補
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助金」という。）の交付等の業務を実施するものとする。また、補助金の交付等の業務

に当たり、６．に定める業務については、基金設置法人が受託事業者と委託契約を締結

して実施するものとし、委託契約の内容について、事前に大臣の了解を得るものとする。 

１．委託事業に要する費用の金額 

（１） 基金設置法人は、委託事業に要する費用のうち、４，０００，０００，０００

円を超えない範囲で基金設置法人が相当と認める金額（以下「委託費用」とい

う。）について受託事業者と委託契約を締結する。 

（２） 委託費用の区分は別表１内容欄のとおりとする。 

２．補助の対象等 

補助対象及び補助率等は別表２に定めるとおりとする。 

３．交付規程の承認 

（１） 基金設置法人は、補助事業の実施に際し、補助金の交付の手続等について別途交

付規程を担当課室と協議をして策定をし、大臣の承認を受けなければならない。こ

れを変更しようとするときも同様とする。 

（２） 交付規程は以下の事項を記載する。 

① 交付対象要件の定義及び補助額 

② 交付申請及び実績報告 

③ 交付の決定及び補助金の額の確定等 

④ 申請の取下げ 

⑤ 計画変更の承認等 

⑥ 補助金の支払 

⑦ 交付決定の取消し等 

⑧ 取得財産の管理等 

⑨ 現地調査、状況報告等 

⑩ セキュリティ対策 

⑪ 地位の承継 

⑫ その他必要な事項 

４．基金設置法人における業務内容 

基金設置法人は、以下の事業を行うものとし、補助金の交付等の業務を適切に行うため

の体制を整えなければならない。 

① 補助事業の交付規程の策定に係る業務 

② 補助事業の公募における公募要領等の基準の策定に係る業務 

③ 補助事業の審査及び採択（第三者委員会の設置含む）に係る業務 

④ 補助事業の交付決定、額の確定等の業務 

⑤ 補助事業の進捗状況管理・確定検査、支払手続及び事業に関する問い合わせに係
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る業務 

⑥ 補助事業の支払終了後における対応（財産管理、会計検査等）に係る業務 

⑦ 受託事業者への指導監督、その他補助金の交付等に当たって要する業務に係る対

応 

５．基金設置法人の義務等 

（１） 基金設置法人は、補助事業の公募を行う場合には、その内容を大臣に対して

協議をしなければならない。 

（２） 基金設置法人は、補助事業の公募に対する採択を行う場合には、第三者委員会

を設置し、当委員会による審査を行う。当委員会は経済産業省と共同で設置する

こととし、設置に関する規則は大臣の承認を受けなければならない。 

（３） 基金設置法人は、補助事業の実施に疑義が生じた場合又は補助事業の実施に

支障が生じた場合には、遅滞なく大臣に報告及び相談を行わなければならない。 

（４） 基金設置法人は、補助事業の進捗状況管理や補助事業の完了に際して現地調

査を行う場合には、大臣に対して、あらかじめ現地調査の実施の方法その他の現

地調査に必要な事項について相談を行わなければならない。 

（５） 大臣は、上記（４）の相談を受けた場合には、担当職員を現地調査に同行

させることができるものとし、基金設置法人は当該調査の実施に必要な措置

を講じなければならない。 

（６） 大臣は、基金設置法人に対し、補助事業の実施状況の報告を求め、必要に

応じ改善等の指導及び監督を行うことができるものとする。 

 

６．委託事業の内容及び実施体制の整備 

受託事業者は以下の事業を行うものとし、委託事業を適切に行うための体制を整

えなければならない。委託事業の内容は、本要領及び交付規程等の国及び基金設置法

人が定める基準や指示（以下「規定等」という。）に従って行われる業務のみを実施

する。 

①  補助事業の公募に係る事務補助業務（HP公開作業等） 

②  補助事業者の審査及び採択に係る事務補助業務（応募書類の形式審査、第三者

委員会の運営補助） 

③  補助事業の交付決定、額の確定等の交付規程に係る事務補助業務（補助金交付

申請、実績報告書等各書類の形式審査等） 

④  補助事業の確定検査（規程等に従って機械的に処理するもの）、及び事業に関

する問合せ（規程等に従って機械的に処理するもの）に係る業務 
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⑤ 補助事業者の事業化及び賃金引上げ等の状況取りまとめに係る事務補助業務 

⑥ その他の補助事業に必要となる事項として次に掲げる業務に係る対応 

・ jGrants（電子申請システム）と連携して運用する本事業の審査等を管理すする

システムの構築 

・ 補助事業の政策効果に係る分析、事例収集 

７．指導監督等 

（１） 大臣及び基金設置法人は、受託事業者による委託事業の実施に関し、本実施

要領に基づき指導監督を行う。 

（２） 受託事業者は、委託事業の実施に疑義が生じた場合又は委託事業の実施に支

障が生じた場合には、遅滞なく大臣及び基金設置法人に報告及び相談を行わ

なければならない。 

（３） 受託事業者は、委託事業の事務実施体制の大幅な変更等、委託事業の実施に

影響を及ぼす事情が生じたときは、速やかに大臣及び基金設置法人に報告し

なければならない。 

（４） 受託事業者は、委託事業の実施に際し、再委託等を行う場合、再委託等の相

手方（以下「一次再委託等先」という。）に対して、その再委託等の費用及

び業務執行の適切性に関する大臣及び基金設置法人による調査（現地調査を

含む。）を受け入れる体制を確保するよう、求めなければならない。 

（５） 再委託等を行う場合は、契約金額１００万円以上の場合は、事前に大臣及び

基金設置法人の了解を得るものとする。 

（６） 受託事業者は、自身が実施する業務の再委託等をする場合は、原則として、

相見積もりを取り、相見積もりの中で最低価格を提示した者を選定しなけれ

ばならない。相見積もりを取らない場合又は選定方法として最低価格を提示

した者を選定した者を選定する方法以外の方法をとる場合には、理由書を作

成し、契約金額１００万円以上の場合は、（５）の了解を得る際に、併せて、

大臣及び基金設置法人の了解を得なければならない。なお、グループ企業と

の取引であることを理由とすることは認められない。 

（７） 受託事業者は、自身が実施する業務の再委託等（再委託等の契約金額１００

万円未満のものは除く。）を行う場合、業務の実施に要した経費の精算処理

（再委託等の契約書、見積書、請求書、業務日誌等の証憑類を確認し、確認

ができた経費のみ支払いを行うこと）を実施しなければならない。 

（８） （７）の精算処理において、一般管理費を経費に対する一定の割合で計上す

る場合は、経済産業省が定める補助事業事務処理マニュアルの「一般管理費

に関する経理処理」に記載の公募要領等において別途指定した場合と同じ率

を上限とする。また、精算処理を行う一次再委託等先が、さらに再委託等を
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行う場合には、一次再委託等先の一般管理費の算定対象とする経費に当該再

委託等の経費（精算処理の対象か否かを問わない。）を含むことはできない。 

（９） （４）から（８）までの規定は、受託事業者が一次再委託等先に支払う再委

託等の契約金の一部を間接にその財源として行われる再委託等（「累次再委

託等」という。（１０）及びこの規定により読み替えて適用する（４）から

（８）において同じ。）について適用する。この場合において、（４）中

「受託事業者」とあるのは「累次再委託等の契約元」と、「委託事業」とあ

るのは「累次再委託等の契約元が委託事業の一部として実施する事業」と、

「再委託等の相手方（以下「一次再委託等先」という。）」とあるのは「累

次再委託等の相手方（以下「累次再委託等先」という。）」と読み替え、

（６）及び（７）中「受託事業者」とあるのは「累次再委託等の契約元」と

読み替え、（８）中「一次再委託等先」とあるのは「累次再委託等先」と読

み替えるものとする。 

（１０） 受託事業者は、再委託等（累次再委託等が存在する場合には、累次再委託

等を含む。再委託等の契約金額１００万円未満のものは除く。）を行う場合

は、実施体制等を大臣及び基金設置法人に提出しなければならない。 

（１１） （１０）の実施体制等は事業開始時及び事業終了までの毎年度同時期（年

度途中の大幅な変更があった場合はその時点を含む）に、特定の者に不当に

利益を与え又は不利益を及ぼす具体的な恐れがある場合を除き、経済産業省

ホームページで公表するものとする。 

（１２） 受託事業者は、補助事業により取得した報告書・証拠書類等を整理し、事

業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間、大臣及び基金設置法人の

要求があったときは、いつでも閲覧に供することができるよう保存しておか

なければならない。 

（１３） 大臣及び基金設置法人は、受託事業者の事業終了後であっても、事業の実

施に疑義が生じたときは、報告を求める場合があるものとする。 

８．委託事業終了後の精算と残金の返還 

受託事業者は、委託事業終了後、精算を行い、委託費用の原資として基金から受け取っ

た資金に残余が生じた場合には、これを基金に返還するものとする。 

９．委託事業の実施に関して受託事業者が他者に与えた損害等に係る費用の取扱い 

受託事業者が委託事業の実施に関して他者に損害等を与えた場合には、これに要す

る費用については、受託事業者の故意･過失の度合いに応じて、基金から支払わないも

のとすることができる。一次再委託先及び類似再委託等先についても、同様とする。 

１０．その他 

受託事業者は、本実施要領に疑義が生じたとき、本実施要領により難い事由が生じたと
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き、あるいは本実施要領に記載のない細部については、大臣及び基金設置法人と速やかに

協議し、その指示に従うものとする。 

 

第５ その他 

本実施要領に定める事項について、必要が生じた場合においては、大臣と基金設置法

人との協議の上で、必要な変更を行うことができるものとする。 

 

 

  附 則 

 この要領は、令和 年 月 日から適用することとし、適用後速やかに変更する委

託契約の内容について、事前に大臣の了解を得た後に、委託契約の改正を実施するもの

とする。 

なお、第２ ３．（７）において「第４に定める委託契約の内容を事前に大臣の了

解を得る際に、併せて大臣に提出」とあるものは、「適用後速やかに大臣に提出」と読

み替えて適用する。また、第４ ３．から６．に掲げ、変更する業務については、適用

後に新規受付を行う補助事業から適用する。
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別表１ 
 

  補 助 対 象 

 

  経費の区分 

 

                内              容 金額 

事業費 補助事業者が、持続的な賃上げを目的に、足下の

人手不足に対応するための省力化等による労働生

産性の抜本的な向上と事業規模の拡大を図るため

に行う工場等の拠点新設や大規模な設備投資を行

うために、必要とする費用の一部を補助するため

に要する経費。 

※補助事業者への支払は、事業実施期間内に行う

必要があります。 

１者あたりの補助

上限額  

50億円 

基金設置法人

の管理費① 

（委託・外注

費除く） 

人件費、旅費、会議費、謝金、備品費、消耗品

費、印刷製本費、補助員人件費、その他諸経費、

一般管理費、その他事業を行うために特に必要と

認められるもの 

 

基金設置法人

の管理費② 

（委託・外注

費） 

基金設置法人が直接実施することができないもの

又は適当でないものについて、他の事業者に委

託、外注するために必要な経費（本実施要領第４

に定める委託費を除く） 

 

実施要領第４

に定める委託

費① 

（委託・外注

費除く） 

人件費、旅費、会議費、謝金、備品費、消耗品

費、印刷製本費、補助員人件費、その他諸経費、

一般管理費、その他受託事業者が事業を行うため

に特に必要と認められるもの 

 

実施要領第４

に定める委託

費② 

（委託・外注

費除く） 

受託事業者が直接実施することができないもの又

は適当でないものについて、他の事業者に委託、

外注するために必要な経費 
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別表２ 

補助の対象等 

補助内容 中堅・中小・スタートアップ企業が、持続的な賃上げを目的として、足

下の人手不足に対応した省力化等による労働生産性の抜本的な向上と事

業規模の拡大を図るために行う工場等の拠点新設や大規模な設備投資に

対して補助を行う 

補助対象者 中堅・中小・スタートアップ企業（常時使用する従業員数が2,000人以下

の会社等） 

補助対象経費 建物費（拠点新設・増築等）、機械装置費（器具・備品費含む）、ソフ

トウェア費、外注費、専門家経費 

補助上限 ５０億円 

補助率 １／３以下 

要件 ①投資総額２０億円以上（専門家経費・外注費を除く補助対象経費分） 

※100億宣言企業は投資総額１５億円以上 

②賃上げ要件（補助事業の終了後３年間の対象事業に関わる従業員等１

人当たり給与支給総額の年平均上昇率が一定以上） 

事業期間 原則として令和１０年１２月まで 

その他 以下の場合は補助金額の一部の返還を求める場合がある。 

※天災など事業者の責めに帰さない理由がある場合を除く 

 交付決定までに目標を従業員等に表明しなかった場合 

 基準年度の1人当たり給与支給総額が、申請時の直近の事業年度の1

人当たり給与支給総額を下回っている場合 

 申請時に掲げた目標を達成できなかった場合（未達成率に応じて返

還） 
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別紙 

「基金基準」に基づき定める事項 

 

１．基金事業の見直しを実施する時期 

基金設置法人は、基金事業について、少なくとも５年に１回は定期的に見直しを行う。 

２．基金事業の目標達成度の評価 

基金設置法人は、定期的な事業の見直しを行う際に基金事業の目標の達成度を評価し、

公表する。 

３．基金保有割合の算出 

基金設置法人は、定期的な見直しを行う際に、基金の保有割合（基金事業に要する費用に

対する保有基金額等の割合）を算出し、当該保有割合を大臣に報告し、公表する。また、

基金の保有割合の公表に際しては、当該算出に用いた算出方法（算式）及び数値を大臣に

報告し、公表する。 

４．使用見込みの低い基金等に係る検討 

基金基準３（４）アの【基準】に該当する基金（以下「使用見込みの低い基金等」とい

う。）を保有する場合は、定期的な見直しの際に、基金の財源となっている国からの補

助金等の国庫への返納など、その基金の取扱いを検討する。（ただし、【基準】①に該当

する基金については、事業を終了した時点で、直ちに国庫への返還等の検討に着手する）。 

５．所要額の残置 

使用見込みの低い基金等であって、当面の危機対応や社会情勢の変化への対応等のた

め所要額を残置する必要がある基金については、関係省庁間で協議の上、残置が必要な理

由、残置する所要額及び当該所要額の積算の根拠等を公表する。 

６．返納する額の上限 

使用見込みの低い基金等の扱いの検討の結果、使用見込みのない資金として、国からの補

助金等を国庫に返納する場合、国庫へ返納する額は、基金のうち国庫補助金等相当額 

（法定果実を含む）を上限とする。 

７．後年度負担が発生する事業に係る新規申請受付終了後の取扱い 

後年度負担が発生する事業において、新規申請の受付を終了した年度以降、毎年度、基

金設置法人において支払の財源等として必要のない額を国庫へ返納するなど、その基金

の取扱いを検討の上、大臣に報告し、公表する。 
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（様式１） 

番 号 

年 月 日 

経済産業大臣 殿 

補助事業者 住所           

氏名 法人にあっては名称 

及び代表者の氏名 

 

令和 年度中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金 

事業化状況等報告書 

 

 中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金補助金

実施要領第２ 業務内容１１．（１）の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．報告内容 

別紙のとおり。 

 

（注）間接補助事業者より提出される事業実施効果報告書を取りまとめ、別紙として添付

し、集計結果を報告すること。 

 


